
中央公民館・清和山村基幹集落センター空調機器リース仕様書 

 

１．総則  

本仕様書は、中央公民館及び清和山村基幹集落センターにおける空調機器一式の賃貸借に

ついて定める。 

 

２．導入の目的・概要  

この仕様書は、山都町有施設で使用している空調機器の導入を図ることで、より効果的

な消費電力量削減に伴う温室効果ガス削減及び維持経費削減を目的としている。その

ため、空調機器の本来の機能を維持し、常時良好な状態において使用できるために、賃

貸者は誠意をもって確実に実施するものとする。  

また、本事業により「省エネ法」・「山都町地球温暖化対策実行計画」等、節電・省エネ

関連計画の削減目標達成に向けた取組みを推進する。 

 

３．概要  

（１）履行場所   

（住所）〒861-3811 熊本県上益城郡山都町大平 306-1  

（名称）山都町清和山村基幹集落センター  

 

（住所）〒861-3513 熊本県上益城郡山都町下市 33-1  

（名称）山都町中央公民館 

 

（２）賃貸借物品  

空調機器一式 （別紙 空調機器賃貸借物品一覧参照）  

その他、取付けに必要な資材  

（３）設置期限  

令和７年８月３１日  

（４）賃貸借期間  

令和７年９月１日から令和１２年８月３１日（空調機器設置完了から５年間）  

（５）リース料の支払い 

リース月のリース料を翌月に請求し、正規の請求書が提出された日から３０日以内に

支払う。 

（６）賃貸借契約期間満了時の取り扱い  

賃貸借契約期間満了時、賃借人が継続使用を申し出た場合は、無償譲渡とする。 

 

４．提出書類  



（１）作業写真  

設置前、作業の経過、設置後の様子が分かるもの 

５．要求要件  

（１）空調機器（物品）の調達  

空調機器及び付属部品を交換する場合は、未使用品であることとする。  

（２）設置工事  

空調機器の納入及び設置を行うこととする。  

（３）梱包材や既存蛍光灯管等の撤去処分  

梱包材や取り外した空調設備は受注者で処分とする。  

（４）保証期間  

保証期間は、空調機器の設置完了の日から５年間とする。 

 

６．工事（設置）仕様  

（１）設置する者は、第二種電気工事士の資格を有する者とする。  

（２）設置する者は、機器の設置方法と場所等について発注者と十分に協議すること。  

（３）室内機は、照明機器や火災感知機器類への影響、室内全体を冷暖房等することに

配慮し、支障のない位置であることを確認し、支障がある場合は発注者と協議の上、 決

定すること。  

（４）室内機の設置は、アンカーボルト等で構造体へ行い、耐力上安全なものとするこ

と。  

（５）ドレン管は、原則、雨水排水等へ接続すること。ただし、現場の状況により接続

しがたい場合は、発注者と協議の上、決定すること。  

（６）室外機は、アングル等を用い、建物等へ堅固に設置し、転倒防止措置を施すこと。  

（７）搬入納品に伴う梱包材及び設置に伴う現場発生材の処分、設置に係る電源、配線

等一切の費用は本借入に含む。  

（８）設置及び撤去完了時において、発注者の検査を受けること。  

（９）設置作業に使用する雑材はすべて新品とする。  

（10）契約後、速やかに工程表について、施設管理担当者の承諾を受けること。  

（11）設置作業にあたっての安全管理については、施設管理担当者等と打合せを行い、

受注者の負担で安全確保に必要な措置を講じること。  

（12）設置作業において発生する軽微な建築工事、補修等については、本契約の作業範

囲として実施すること。  

（13）停電等、運営上必要な機能を停止する場合は、事前に施設管理担当者等と日程等

を調整し、事故、紛争等を防止すること。  

（14）作業中は粉塵の飛散には十分注意し、養生を行うこと。  

（15）作業終了後は床の清掃を行うこと。  



（16）設置作業時間帯は、施設管理担当者の指示に従うこと。  

（17）本仕様書に記載しない事項については、公共建築工事（改修工事）標準仕様書

（電気設備工事編）最新版／国土交通省大臣官房官庁営繕部監修により補完すること。  

（18）設置作業に関して本仕様に明記のない事項に質疑が生じた場合、発注者と協議

すること。  

７．物品の性能保証・点検保守内容  

（１）賃貸借期間満了時まで物品性能維持の保証を行うこと。  

（２）障害発生時は、迅速かつ適切に物品の取替え、代替え、修理等を行うこと。  

（３）設置作業終了後、障害発生時の連絡先、担当者等を記載した体制表を提出するこ

と。  

（４）障害が発生し対応した場合は、その都度、文書による報告書を提出すること。  

８．その他、特記  

（１）設置前に現場調査、回路調査等を十分行い作業を実施すること。また、調査等に

おいて仕様書等の相違を発見した場合には、速やかに監督員へ報告し、協議する。  

（２）納入・搬出経路については施設管理運営上の支障に留意し施設管理担当の承諾を

得る。  

（３）作業車・運搬車・敷地内における車両の駐停車については、事前に施設管理担当

者の承諾を得る。  

（４）勤務時間外の作業は、事前に時間外作業届を施設管理担当者へ提出する。  

（５）賃貸借期間の開始は検査に合格した時点からとするが、検収が認められたものか

ら順次使用を認めるものとする。 

 

９．問い合わせ先  

山都町教育委員会 生涯学習課 生涯学習係 


